


この印刷物は3,000部作成し、１部当たりの印刷経費は７円です。4

　そこで、建設工事に係る排出事業者である元請業者等が建設資材廃棄物を（特別管理）産業廃棄物処分業者に
引き渡したことを報告していただき、建設資材廃棄物の処理状況を行政が確認することにより、廃棄物の不適正
処理の未然防止、早期発見を図ることを目的とした報告制度を平成 29年 4 月から実施しています。


